
CFP実践ガイド等について

2023年３月24日

環境省 地球環境局地球温暖化対策課
脱炭素ビジネス推進室

（資料３）



1

１．脱炭素経営とカーボンフットプリント（CFP)
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大企業のサプライチェーン全体のGHGマネジメントの促進

サプライチェーン全体の排出量算定の支援。（情報提供webサイトの運営、算定ガイドラインの策定・提供）
TCFD提言に沿ったシナリオ分析の実施支援とともに、Scope3排出量の削減を進めるため、サプライヤーと連携した削減計画づくりを支
援。（計画策定支援モデル事業の実施、ガイドブックの策定・提供）
さらに、企業の課題感を踏まえ、削減努力を反映可能な算定方法や、製品・サービス単位の排出量算定・表示手法を整理中。
こうした取組を通じ、サプライチェーン全体の排出削減を促進し、企業価値・競争力の向上を後押し。
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取組が評価され企業価値が向上、投融資や事業機会が拡大

事業者に対して、脱炭素化に向
けた設備更新への補助、ESG金
融の拡大等

中小企業における脱炭素化促進に向けた環境省の取組

・省CO2型設備更新支援
（1/3, 1/2 or CO2削減比に応じた補助）
・サプライチェーン企業が連携した設備更
新（1/2 or 1/3補助)

・ESGリース促進
・環境金融の拡大に向けた利子補給事
業(年利１％上限）

②算定ツールや見える化
の提供
○支援人材が、中小企業を

回る際に使う算定対話ツー
ルの提供【R5新規】

○事業者に対する温室効果
ガス排出量の算定ツール
(見える化）の提供【R5新
規】※利用はR6からの予定

・CO2削減目標・計画策定支援
（モデル事業・補助）

・削減目標・計画に係るセミナー開
催、ガイドブック策定

カーボンフットプリント（CFP）を活用した官民におけるグリーン製品
の調達の推進と、その基盤となるガイドラインの整備

サプライチェーン全体での脱炭素化促進に向け、環境省では中小企業に対して、多様性のある事業者ニーズを踏まえて、①
地域ぐるみでの支援体制の構築、②算定ツールや見える化の提供、③削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資に取り組んで
いく。

【脱炭素化への取組のステップ】

取組の動機付け
（知る）

排出量の算定
（測る）

削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資
（減らす）

事業者に対して、削減計画策
定支援（モデル事業やガイド
ブック等）

③削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資
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中小企業における脱炭素化促進に向けた環境省の取組（続き）

Green Value Chain促進ネットワーク
(2023年4月よりリニューアル）

企業会員

支援機関・専門機関会員

自治体等ニ
ー
ズ

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

・金融機関
・商工会議所など

地域ぐるみでの
脱炭素化促進

脱炭素経営促進ネットワーク会員企
業：179社
（2023年3月1日時点）

地域ぐるみでの支援体制構築

○地域金融機関、商工会議所等の経済団体など(支援機関）の人材が、中小企業
を支援する支援人材となるための説明ツールの提供やセミナー等開催による育
成、人材バンクの活用を含めた専門機関とのマッチング支援（地域ぐるみでの
支援体制構築に向けたモデル事業を実施）【R5新規】

○環境省が認定する資格制度の合格者が中小企業への助言ができるよう、脱炭素
化アドバイザー資格制度の認定事業を検討【R5新規】

コンソーシアム独自の価値

再エネ共同購入 省エネメニュー提供

排出量算定サービス 金融サービス

域内中小企業

大学・教育機関

開発・
人材育成

制度・補助の
検討

商工会議所
経済団体 地域金融機関 地域中核企業

自治体

協議会等による
合意形成

地域地球温暖化防止
活動推進センター

地域ぐるみでの支援体制構築（イメージ）

民間資格制度

試験合格者へ資格付与

脱炭素アドバイザー資格制度の認定（イメージ）

一般事業法人等

民間資格制度

脱炭素アドバイザー資格制度
認定ガイドライン（仮称）

民間資格制度

適合性を
審査・認定

環境省認定制度
脱炭素アドバイザー

GHG排出量計測
脱炭素化のアドバイス

関連した融資等
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③削減目標・計画の策定、脱炭素設備投資（減らす）脱炭素経営に関する各種ガイドブック

※ガイドブックの全文はこちらのウェブサイトに掲載しています：http://www.env.go.jp/earth/datsutansokeiei.html

TCFDを活用した経営戦略立案
のススメ～気候関連リスク・機会

を織り込むシナリオ分析実践ガイド
2022年度版～

SBT等の達成に向けたGHG排出
削減計画策定ガイドブック

2022年度版

インターナルカーボンプライシング活
用ガイドライン～企業の脱炭素・
低炭素投資の推進に向けて～

（2022年度版）

• TCFD提言における11の推奨開示項目のうち、企業が特に対応を悩む”シ
ナリオ分析”に焦点を当て解説。全セクターを対象としており、幅広いセク
ターの事例（国内外 計43社）や参考パラメータ・ツール等を掲載

• TCFD提言を取り巻く最新の国内外動向や事業インパクト評価に関する
算定イメージや算定パターンの具体例を追加。

• 企業が中長期的視点から全社一丸となって取り組むべく、成長戦略とし
ての排出削減計画の策定に向けた検討の手順、視点、国内外企業の
事例、参考データを整理。Scope3排出削減の肝となるサプライヤーとの排
出削減に関連した解説を拡充。

• また企業の取組事例(計19社)を別途掲載。

• 企業の経営層や環境関連部署の担当者を読者と想定し、脱炭素の取
組を推進する手法の一つであるインターナルカーボンプライシング（ICP）
導入時のポイント・実施方法について解説。

• ICPの実践において検討すべき内容を具体化し、令和４年度 環境省支
援事業（4社）を通じた取組事例を追加。

中小規模事業者のための脱炭素
経営ハンドブック～これから脱炭素
化へ取り組む事業者の皆様へ～

• これから脱炭素経営の取組をスタートする中小規模事業者を対象に、脱
炭素経営のメリット及び取組方法について「知る」「測る」「減らす」の３ス
テップで解説。

• 併せて参考ツールとして企業の取組事例（計28社）を別途掲載。 また
脱炭素経営についてポイントを簡単に解説したパンフレットも新規追加。



お問合せ先：

2. 事業内容

1. 事業目的

■事業形態：

■実施期間：
■ ：

3. 事業スキーム

4. 

サプライチェーン全体での企業の脱炭素経営普及・高度化事業

委託事業

以下の事業を有機的に連携させながら実施し、脱炭素経営の取組を中小企業を含むサ
プライチェーン全体の企業の経営や実務に落とし込むとともに、その取組が評価され
るために必要な環境整備を行う。

（１）サプライチェーンの脱炭素化促進事業
① サプライチェーン全体での脱炭素化促進情報発信支援事業
② 製品・サービスの排出量見える化・削減支援事業
③ 脱炭素経営の戦略策定・情報開示等支援事業

（２）中小企業向け脱炭素経営実践促進事業

① 地域ぐるみの中小企業支援体制構築事業

② 中小企業の排出削減計画策定支援事業

（３）排出量算定・データ共有の基盤整備事業

① 「省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム」保守運用・改修等事業

グローバルにESG金融が拡大する中、サプライチェーン全体の排出量が企業価値に影響し得ることから、サプライチェーン全

体での企業の脱炭素経営（気候変動対策の観点を織り込んだ企業経営）を普及・高度化し、企業の脱炭素化と競争力強化を図

る。これにより、国内外からESG金融を呼び込み、我が国における「経済と環境の好循環」の実現を目指す。

地球環境局 地球温暖化対策課 脱炭素ビジネス推進室 03-5521-8249
大臣官房 総合環境政策統括官グループ 環境経済課 環境金融推進室 03-5521-8240
自然環境局 自然環境計画課 生物多様性主流化室 03-5521-8150

民間事業者・団体
令和5年度～令和7年度

【令和５年度予算（案） 1,401百万円（新規）】

モデル事業支援やガイドブック作成により、サプライチェーンでの企業の脱炭素経営を普及・高度化し、脱炭素化と競争力強化を図ります。

事業イメージ

委託先

投資家、
金融機関

（１）サプライチェーン 消
費
者大企業（２）

中小企業

商工会議所等
の経済団体

地域金融機関

情報開示

ＥＳＧ
金融

（３）排出量算定・データ共有の基盤

算
定
・
共
有

算
定
・
共
有共

有
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２．CFPモデル事業と実践ガイドについて
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モデル事業の概要

個別の製品・サービスのGHG排出量の算定・表示に取り組むことを通じて、排出削減とビジネス成
長の両立を目指す企業を支援する

背景 事業の目的と実施内容

国民が脱炭素に貢献する製品・サービスを選択できる社会を
実現するため、本事業では以下に取り組む
① CFPの算定・表示を通じた排出削減とビジネス成長の両立の

ロールモデルを構築
② 構築したモデルケースを幅広い企業に横展開するための

ガイドブックを作成・公表

• 「地域脱炭素ロードマップ」においては、国民が
脱炭素に貢献する製品・サービスを選択できる
社会を実現することが示されている

• その実現のためには、企業が個別の製品・
サービスのカーボンフットプリント (CFP) の算定を
行い、消費者に伝える取組を推進することが必
要

• 一方、CFPの算定・表示を行う難易度・業務
負担が大きいことが課題となり、取組に躊躇する
企業も少なくない 国民が

脱炭素
行動を
選択
できる
社会

① モデル企業支援
• CFPの算定及び表示・

活用を支援し、先進的な
ロールモデルを創出

② 知見のガイドブック化
• モデル企業支援で得られ

た知見等をガイドブック
として取りまとめ

CFPに取り組む
モデルケース

構築

幅広い企業
への横展開
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脱炭素経営フォーラム（２０２２年度）でのモデル事業成果報告

食品関係事業者

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度モデル事業の取組（カルビー）①

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度モデル事業の取組（カルビー）②

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度モデル事業の取組（カルビー）③

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)



13

R4年度モデル事業の取組（カルビー）④

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度モデル事業の取組（カルビー）⑤

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度モデル事業の取組（カルビー）⑥

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度モデル事業の取組（カルビー）⑦

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）①

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）②

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）③

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）④

明治ホールディングス ニュース（2022年11月18日） ニュース｜明治ホールディングス株式会社 (meiji.com)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）⑤

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）⑥

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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R4年度CFPモデル事業の取組（明治ホールディングス）⑦

脱炭素経営フォーラム(２０２２年度）資料抜粋 企業の脱炭素経営への取組状況 | 地球環境・国際環境協力 | 環境省 (env.go.jp)
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第4回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・
検証等に関する検討会（資料抜粋）

第4回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会（METI/経済産業省）
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第３回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・
検証等に関する検討会（資料抜粋）

第3回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会（METI/経済産業省）
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CFP実践ガイドの構成

CFP検討のステップ

① 表示・開示のルールの理解
② CFP算定報告書の作成

① 目的の明確化（Why）
② 対象製品の選定（What 1/2）
③ 対象とするライフサイクルステージの決定（What 2/2）
④ 参照規格・基本方針の決定 （How）

① バウンダリーの設定（ライフサイクルフロー図の作成）
② カットオフの基準の検討
③ 算定ルールの設定・算定手順書の作成
④ 算定ツールの用意、データの入力

（１）表示・開示に向けた準備

（２）表示・開示の実施

（１）Step1 算定方針の検討

（２）Step2 算定範囲の設定
Step3 CFPの算定

（１）削減目標の設定
（２）削減対策の検討

ー第3節 削減

第2節 表示・開示

第1節 算定

① ターゲット・訴求ポイントの決定
② 表示・開示の実行

本編

Appendix

各セクションの構成

読者層イメージ

担当部署リーダー 算定担当者

内容

ガイドラインの掲載ページ

上手く取り組むためのコツ

概念と基本的な言葉の説明

基本的な取組方法

モデル事業参加企業などの具体的な取組事例

何を行うのか？なぜ行うのか？

参照すべきガイドライン

具体的な取組方法

実務上の注意点

各社の実践内容

項目




